


 
  



現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 48,409 52,982 42,649 115,420 140,023

従業員数 (人) 10,171 10,053 8,870 8,864 8,901

(2) 提出会社の経営指標等

売上高 (百万円) 332,573 369,384 433,708 536,711 572,019

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △9,564 △11,313 8,294 33,227 44,836

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △6,836 △43,161 3,778 33,805 29,256

資本金 (百万円) 47,213 47,223 54,961 54,961 54,961

発行済株式総数 (千株) 175,691 175,697 180,610 180,610 180,610

純資産額 (百万円) 269,408 216,055 235,860 262,814 285,357

総資産額 (百万円) 487,022 461,521 495,055 555,987 543,082

１株5402,ﾘ純資産額 (円) 1,538.72 1,244.11 1,320.41 1,474.67 1,599.46

１株5402,ﾘ配当額
(うち１株5402,ﾘ
中間配当額)

(円)

(円)

8.00

(4.00)

8.00

(4.00)

10.00

(4.00)

45.00

(15.00)

55.00

(25.00)

１株5402,ﾘ当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) △39.04 △247.73 21.11 188.51 163.02

潜在株式調整後
１株5402,ﾘ当期純利益

(円)





２ 【沿革】 



 
  

  

平成15年10月 東京エレクトロン リース株式会社(昭和48年５月設立、旧 株式会社テル・デー





事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

  









《半導体製造装置》 

携帯型音楽プレーヤー、カーエレクトロニクス製品の急伸に加え、期初には一部慎重な見方もあ





２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  





a (3) 半導体市場変動による影響 

当グループは、技術革新が激しく自らの強みを発揮で





７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績 

当連結会計年度の連結売上高は6,736億８千６百万円(前連結会計年度比6.0％増)となりました。地域

別の売上高をみますと、半導体製造装置部門の売上高



固定負債は、第10回無担保社債200億円及び第４回無担保新株引受権付社債45億円が１年以内に償還

を迎えること等により、前連結会計年度末に比べ211億３千８百万円減少の799億９千３百万円となりま

した。 

株主資本につきましては、前連結会計年度末から447億３千４百万円増加し3,769億円となり、株主資

本比率は、前連結会計年度末の51.6％から5.2ポイント増加の56.8％となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資につきましては、設備内容を厳選し、産業用電子機器事業において、販売促

進、研究開発等を目的とする評価用機械装置の取得を中心に実施いたしました。 

主な内容は、当社におけるデモ'3N蛯ﾈ4?(8�(rﾉけるデモ'事業所名 
(所在地)

3,178
(232,496.64)

1,249 11,744 102

九州支社 
(熊本県菊池郡菊陽町)

産業用電子機器 工場用地等

― 51
1,093

(38,713.87)
1 1,145 17

東北地区 
(岩手県奥州市)

産業用電子機器 工場用地等 0 29
1,882

(133,811.86)





３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等にかかる投資予定金額は、230億円でありま

す。 

その所要資金については全額、自己資金を充当する予定であります。 

重要な設備の新設、改修、除却、売却等の計画は、以下のとおりであります。 

  

(1) 新設 

  

 
(注) 上記記汲�
&
V
V
  







  

 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 



  

 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 



 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役、執行役員

又は従業員等の地位にあることを要します。 

３ 上記２にかかわらず、対象者が死亡した場合は、その死亡日





② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 

  



(4) 【所有者別状況】 
平成18年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式2,336,475株は、「個人その他」欄に23,364単元、「単元未満株式の状況」欄に75株含まれてえ30�

 

 

会把ｰ











④ 平成13年６月27日開催の第38期定時株主総会において、旧商法第210条ノ２第２項及び産業活力再

生特別措置法第９条第１項の規定に基づき、当社が自己株式を買付ける方式により、当社及び産業活



⑤ 平成14年６月21日開催の第39期定時株主総会において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規

定に基づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを決議いたしま

した。 

その内容は、次のとおりであります。 

  

 









⑨ 平成17年６月24日開催の第42期定時株主総会において、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規

定に基づき、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを決議いたしま

した。 

その内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 新株予約権の分割行使はできないものとします。(新株予約権１個を最低行使単位とします。) 

２ 対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員

等の地位にあることを要します。 

３ 上記２にかかわらず、対象者が平成19年８月１日以降に死亡した場合は、対象者の死亡の日より１年以内(た







４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場によるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部における市場相場によるものであります。 

  

  

回次 第39期 第40期 第41期 第42期 第43期





 
  

役名 職名
氏名 
(生年月日)

略歴
所有株式数



 





② 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

当社は、高い水準での企業倫理を保持するとともに法律、国際的なルールを遵守して行動すること





１ 【

(1) 【

① 【 





‡A •y   ‘OŽŠ •½•¬17”N‚Q1,6041,549 3,589 0.6#0BÃ8.875,32811.2–@•l•Å“™’²•®Šz •¢ 21,970 •¢ a6,429 △ 1.0 △  2,352 26,837 4.0

少数株主利益 603 0.1 484 0.1



③ 【連結剰余金計算書】 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度
(自 平成16年４月１日













会計処理の変更 





注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度 
(平成17年３月31日)

当連結会計年度 
(平成18年３月31日)

※１ 国庫補助ﾖ係) 









当



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(1) 取引の内容

利用しているデリバティブ取引は、通貨関連の先物

為替予約取引であります。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

先物為替予約取引は、将来の為替変動によるリスク

の回避を目的として、原則、外貨建取引の成約高ﾌ�

(

同左

(Q) 取引2ﾌ内容



２ 取引の時価等に関する事項 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 





(税効果会計関係) 

  

 

前連結会計年度 
(平成17年３隙1日)�?V��当



３

万円減少しております。なお、電子部品事業について与える影響はありません。 

５ 事業区分の方法の変更 

yﾊ

産業用 

電子機器 

(百万円)

電子部品

(百万円)

計

(百万円)

消去又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高 

 (1) 外部顧客に対する売上高

 

549,460

 

86,249

 

635,710 ―

 

635,710

 (2) セグメント間の内部売上高 

   又は振替高
1,053 1,830 2,884 (2,884) ―

計 550,514 88,079 638,594 (2,884) 635,710

  営業費用 489,723 84,973 574,696 (2,969) 571,727

  営業利益 60,790 3,106 63,897 85 63,982

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出



a







⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 当期末残高欄の( )内数字は、１年以内の償還予定の金額であります。 

２ 連結決算日後５年予廷�
  

 







２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 









 

株 主 総 会 承 認 年 月 日 前 事 業 年 度 ( 平 成 1 7 年 ６ 月 2 4 日 ) 当 事 業 年 度 ( 平 成 1 8 年 ６ 月 2 3 日 ) 区 分 注 記 番 号 金 額 ( 百 万 円 ) 金 額 ( 百 万 円 ) Ⅰ  当 期 未 処 分 利 益 3 2 , 5 6 8 3 1 , 6 1 4 Ⅱ  任 意 積 立 金 取 崩 額   特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 3 4 4 3 4 4 5 2 3 5 2 3 合 計 3 2 , 9 1 2 3 2 , 1 3 8 Ⅲ  利 益 処 分 額











注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

   



(損益計算書関係) 
  

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 仕入高には直接販売諸掛、売上原価とみなされる
貿易取引に係る金利及び銀行手数料を含んでおり
ます。

※１          同左

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発
費









④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

㈱東京放送 1,774,569 5,607

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループ





【資本金等明細表】 

  

 
(注) １ 当期末における自己株式数は2,336,475株であります。 

２ その他資本剰余金の増加の原因は、自己株式の処分によるものであります。 

３ 特別償却準備金の増減の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 

４ 別途積立金の増加の原因は、前期決算の利益処分によるものであります。 





(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 1

預金

当座預金 125,181

外貨預金 1,225

別段預金 17

普通預金 10

預金計 126,434

合計 126,436



(ロ)期日別内訳 

   

  

③ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

   

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

   
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

④ 商品 

   

  



⑤ 貯蔵品 

  

 
  

⑥ 関係会社短期貸付金 

  

 
  

ｂ 固定資産 

関係会社株式 

  

 
  







第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】





独立監査人の監査報告書 

 

平成18年６月23日

東京エレクトロン株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている東京エレクトロン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、�,ﾊﾄ

�な対ごり拘か��氷明ごりこＣにあ�





独立監査人の監査報告書 

 




